様式第１号（第３関係）

奨励金交付対象事業所指定（変更）申請書
年　　月　　日

宮城県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

　宮城県放射光施設関連企業立地促進奨励金交付要綱第３第２項（第３第４項）の規定による指定（変更承認）を受けたいので、下記の関係書類を添えて申請します。

記

１　事業計画書

２　企業の概要を明らかにする書類（※）

３　事業所の図面

４　最近３年分の事業報告書及び決算書（※）

５　法人にあっては，登記事項証明書及び定款の写し（※）

６　オフィスの賃貸借契約書の写し（賃貸借の場合のみ）

※変更申請の場合は不要とする。
	本申請書に関する担当者
	所属
	

	
	役職
	

	
	氏名
	

	
	電話
	


様式第２号（第３関係）

事業計画書
１　事業所の名称

２　事業所の所在地

３　事業所の規模　　　　　　　　面積　　　　　　　　　　　㎡

４　事業所の業務形態

　(1) 設置形態

（　）自社ビル等購入　　（　）オフィス賃借

　(2) 業務形態

（　）研究開発拠点　　（　）オフィス
　(3) 業務の内容

５　開設年月日　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
６　計画雇用者数
	開設時
	開設1年経過時
	開設2年経過時
	開設3年経過時

	常時雇用者
	有期雇用者
	常時雇用者
	有期雇用者
	常時雇用者
	有期雇用者
	常時雇用者
	有期雇用者

	人
（　　人）
	人
（　　人）
	人
（　　人）
	人
（　　人）
	人
（　　人）
	人
（　　人）
	人
（　　人）
	人
（　　人）


※　常時雇用者は、正規雇用（雇用者が使用者の元で常勤（フルタイム）により従業する、期間を定めない雇用形態）されている者を指す。
※　有期雇用者は、雇用保険に加入している一般被保険者のうち、雇用期間の定めがある者を指す。

※　（　）内は、開設に伴い新たに雇用する者の数。
７　主たる投下固定資産等（オフィス賃料等も含む）

	区　分
	名　　称
	所　有　者
	投　資　額

	
	
	
	円

 円

円

円

円

	合　　　　計
	円


８　奨励金の交付申請予定について

　　（　）投下固定資産等奨励金＋雇用奨励金

（　）投下固定資産等奨励金のみ　　（　）雇用奨励金のみ
様式第３号（第３関係）

奨励金交付対象事業所指定(変更承認)通知書
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第　　　    号

年　　月　　日

（申請者）　　　　　　　殿

宮城県知事　　　　　　　　　印
　　　　年　　月　　日付けで申請のありました奨励金交付対象事業所の指定(指定変更)については、宮城県放射光施設関連企業立地促進奨励金交付要綱第３第２項(第３第４項)の規定により、下記のとおり指定(承認)します。

記

１　事業所の所在地

２　事業所の名称

３　指定の条件

様式第４号（第５関係）

投下固定資産等奨励金
交付申請書
年　　月　　日

宮城県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

　下記のとおり奨励金交付対象事業所の投下固定資産相当額が交付要件を満たしますので、宮城県放射光施設関連企業立地促進奨励金交付要綱第５第１項の規定により、投下固定資産等奨励金
金　　　　　　　　　円を交付されますよう関係書類を添えて申請します。

記

１　事業所の名称　　

２　事業所の所在地　

３　投下固定資産相当額の内訳

	種　　　　　　　　類
	算　　定　　額

	投下固定資産（固定資産評価証明書）
	円

	賃借料（５年分相当額）
	円 

	建物賃借料（５年分相当額）
	円

	設備機器賃借料（５年分相当額）
	円

	合　　　　　　　　計
	円


４　交付申請額の内訳

	種　　　　　類
	申　　　請　　　額

	投下固定資産分
	円 

	賃借料分
	円

	合　　　　　　計
	円


５　振込口座

　(1) 金融機関（店舗）名

　(2) 口座番号（普通・当座の別）

　(3) 口座名義人（フリガナ）

６　添付書類
(1)　投下固定資産に係る奨励金　固定資産評価証明書
(2)　賃借料に係る奨励金　奨励金交付対象事業所に係る土地、建物及び設備機器の賃貸借契約書の写し

様式第５号（第８関係）

雇用奨励金
交付申請書
年　　月　　日

宮城県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

　下記のとおり労働者を雇用しましたので、宮城県放射光施設関連企業立地促進奨励金交付要綱第８第１項第１号の規定により雇用奨励金　金　　　　　　　　　円を交付されますよう関係書類を添えて申請します。

記

１　事業所の名称　　　

２　事業所の所在地　　

３　常時雇用者数

	基準日
	常時雇用者数
	うち県内教育機関の新卒者
	有期雇用者数

	1年経過日
	人 
	人
	人

	2年経過日
	人 
	人
	人

	3年経過日
	人
	人
	人


４　振込口座

　(1) 金融機関（店舗）名　　　　　

　(2) 口座番号（普通・当座の別）　

　(3) 口座名義人（フリガナ）　　　

５　添付書類

(1)　常時雇用者一覧表（様式第６号）

(2)　増設以前の雇用者一覧表（様式第７号）（増設の場合に限る）
(3)  雇用者一覧表（様式第８号）
(4)　雇用契約書の写し

(5)　雇用保険への加入状況を証する書類

(6)　住民票抄本の写し若しくは謄本の写し又はこれに準ずる書類

(7)　卒業を証明する書類（県内教育機関の新卒者に限る。）

様式第６号（第８関係）

常時雇用者一覧表
（事業所名　　　　　　　　　）

（　　　　年　　月　　日時点）

	№
	常時雇用者

氏　　　名
	住　　　　　所
	被保険者

番　　号
	県内教育機関の新卒者該当 有・無
	採用日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注１）「備考」欄には、県内教育機関の新卒者に該当する場合は「有」、該当しない場合は「無」と記入すること。

様式第７号（第８関係）

増設以前の雇用者一覧表
（事業所名　　　　　　　　　）

（　　　　年　　月　　日時点）

	№
	雇　用　者

氏　　　名
	住　　　　　所
	被保険者

番　　号
	採用日

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


様式第８号（第８関係）

雇用者一覧表
（事業所名　　　　　　　　　）

（　　　　年　　月　　日時点）

	№
	雇用者

氏　　　名
	住　　　　　所
	被保険者

番　　号
	採用日
	住民となった
年月日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）「住民となった年月日」欄には、住民票に記載の住民となった年月日を記入すること。

様式第９号（第１４関係）

奨励金交付対象事業所雇用状況報告書
年　　月　　日

宮城県知事　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　報告者住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話番号）

　下記のとおり雇用しておりますので，宮城県放射光施設関連企業立地促進奨励金交付要綱第１４第１項の規定により報告します。

１　事業所名
２　雇用状況（　　　年３月末現在）

	正規雇用
	非正規雇用
	派遣労働者
	合　計

	人
（　　　　　人）
	人
（　　　　　人）
	人
（　　　　　人）
	人
（　　　　　人）


· （　　）内は、新規雇用者の数
· 正規雇用とは、雇用者が使用者の元で常勤（フルタイム）により従業する期間を定めない雇用形態を指す。
· 非正規雇用とは、有期契約労働者（雇用期間の定めのある労働）、パートタイム労働（１週間の所定労働時間が通常の労働者の１週間の所定労働時間に比べて短い労働）など正規雇用以外の雇用形態を指す。
· 派遣労働者とは、派遣法に基づく派遣により派遣先で就労する労働を指す。　
宮城県放射光施設関連企業立地促進奨励金

対象事業所指定申請書関係書類１

企業の概要を明らかにする書類
１　会　社　名
２　代　表　者　　職・氏名
３　本社所在地
　　　　　　　　（登記上の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４　資　本　金　　　　　　　　　　百万円（　　　　年　　月現在）
５　設立年月日　　　　年　　月　　日
６　決　算　期　　　　年　　回　　　月　　日
７　上場、非上場の別　　　上場（　　　第　　部）　、　非上場
８　会社の経歴
９　主要営業内容
10　役　　　　員　　職・氏名

11　事業所（全社）
	名　　称
	所　　　在　　　地
	事　業　内　容
	占有面積
	従業員数

	
	
	
	㎡


	人



	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


12　全従業員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　年　　月　　日現在）
	
	常時雇用者
	短時間労働者
	派遣労働者
	合　　　　計

	男
	人


	人


	人


	人



	女
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


· 常時雇用者は、正規雇用（雇用者が使用者の元で常勤（フルタイム）により従業する、
期間を定めない雇用形態）されている者を指す。
· 短時間労働者は、 1週間の所定労働時間が２０時間未満の雇用形態を指す。
派遣労働者とは、派遣法に基づき受け入れている労働者を指す。

13　主要取引先
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


14　主要株主
	氏　　　　　名

又 は 法 人 名
	持　株　数
	氏　　　　　名

又 は 法 人 名
	持　株　数

	
	株


	％


	
	株


	％

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


15　業績（最近３か年）
	営　業　年　度
	売　上　高
	利　　　益
	配　　　当

	年　月　　年　月

・　 ～ 　・
	百万円

	百万円


	％



	・　 ～ 　・
	
	
	

	・　 ～ 　・
	
	
	


 16　系列企業
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


宮城県放射光施設関連企業立地促進奨励金

参考様式（第１１関係）
承継する企業の概要を明らかにする書類
１　会　社　名
２　代　表　者　　職・氏名
３　本社所在地
　　　　　　　　（登記上の所在地　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
４　資　本　金　　　　　　　　　　百万円（　　　　年　　月現在）
５　設立年月日　　　　年　　月　　日
６　決　算　期　　　　年　　回　　　月　　日
７　上場、非上場の別　　　上場（　　　第　　部）　、　非上場
８　会社の経歴
９　主要営業内容
10　役　　　　員　　職・氏名

11　事業所（全社）
	名　　称
	所　　　在　　　地
	事　業　内　容
	占有面積
	従業員数

	
	
	
	㎡


	人



	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


12　全従業員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（　　　　年　　月　　日現在）
	
	常時雇用者
	短時間労働者
	派遣労働者
	合　　　　計

	男
	人


	人


	人


	人



	女
	
	
	
	

	計
	
	
	
	


· 常時雇用者は、正規雇用（雇用者が使用者の元で常勤（フルタイム）により従業する、
期間を定めない雇用形態）されている者を指す。
· 短時間労働者は、 1週間の所定労働時間が２０時間未満の雇用形態を指す。
· 派遣労働者とは、派遣法に基づき受け入れている労働者を指す。
13　主要取引先
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


14　主要株主
	氏　　　　　名

又 は 法 人 名
	持　株　数
	氏　　　　　名

又 は 法 人 名
	持　株　数

	
	株


	％


	
	株


	％

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


15　業績（最近３か年）
	営　業　年　度
	売　上　高
	利　　　益
	配　　　当

	年　月　　年　月

・　 ～ 　・
	百万円

	百万円


	％



	・　 ～ 　・
	
	
	

	・　 ～ 　・
	
	
	


 16　系列企業
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


宮城県放射光施設関連企業立地促進奨励金

参考様式（第１１関係）
承継する事業所の概要を明らかにする書類
１　承継する奨励金交付対象事業所の所在地及び名称
　(1) 所在地：

  (2) 名　称：

２　承継年月日

　　　　　年　　月　　日

３　承継後の営業開始年月日

　　　　　年　　月　　日

４　承継の事由

５　承継後の変更事項（変更項目に○をし，変更内容を記入ください）
　(1) 面積

承継前　　　　　　　㎡　→　承継後　　　　　　　　㎡

　(2) 設置形態（自社ビル購入・オフィス賃借）

　　　　承継前　　　　　　　　 →　承継後

　(3) 業務の内容

　　　　承継前　　　　　　　　 →　承継後

 （4）雇用者数（承継後）

	常時雇用者
	短時間雇用者
	派遣労働者
	合　　　計

	正規雇用
	非正規雇用
	
	
	

	人　

（　　　　人）
	人　

（　　　　人）
	人　

（　　　　人）
	人　

（　　　　人）
	人　

（　　　　人）


· （　　）内は、新規雇用者の数
· 正規雇用とは、雇用者が使用者の元で常勤（フルタイム）により従業する期間を定めない雇用形態を指す。
· 非正規雇用とは、有期契約労働者（雇用期間の定めのある労働）、パートタイム労働（１週間の所定労働時間が通常の労働者の１週間の所定労働時間に比べて短い労働）など正規雇用以外の雇用形態を指す。
· 短時間雇用者とは、1週間の所定労働時間が２０時間未満の雇用形態を指す。
· 派遣労働者とは、派遣法に基づき受け入れている労働者を指す。　

（注）　事業所の図面を添付すること。

（法人にあっては主たる事業所の所在、名称及び代表者の氏名）





（法人にあっては主たる事業所の所在、名称及び代表者の氏名）





（法人にあっては主たる事業所の所在、名称及び代表者の氏名）





法人にあっては主たる事業所の


所在、名称及び代表者の氏名








